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旧英領カリプ諸国の経済自立への試み
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むすがにかえて

はじめに

1960年代以降英領カリブ地域における独立があ

い次いでし、る。人口および、国土面積の観点からと

もにミニ国家に属するこれらの国々は，イギリス

の植民地支配から脱して新たな独立国として英連

邦の一員を構成し，植民地期とは異なる経済自立

の可能性を模索してきた。そしてこうした試みは

旧英領および英領カリブ地域における経済統合の

結成をもたらした。 1968年のカリブ自由貿易連合

(CARIドfA), 1973年のカリプ共同体・共同市場

(CARI COM）の発足がそれであるe このような地

域経済統合の結成はイギリスとの経済関係の変

化，とくにイギリスの EEC接近から加盟に至る

動きがかなりの影響色fj.えてきたといえる。

本稿では，第二次世界大戦以降における！日英領

・英領カリブ地域とイギリスとの経済関係の変容

過程を吟察し，それを踏まえたうえで，この地域

における経済統合発足の経緯およびその後の進

展状況についてみていきたい。なおイギリスとの

経済関係の変化，経済統合の進展過程をみていく

場合，いうまでもなく貿易，投資，労働力移動，
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今 併圭い井 子

経済援助などの経済的諾側面を総合的に把握しな

ければならないが，本稿では，紙数の制約もあり，

その第一段階の作業として貿易関係を中心に考察

を加えることにしたい。

I 独立に至る経済的背景

北アメリカ大陸，中米地峡そして南アメリカ大

陸にはさまれたカリプ海に浮かぶ中小の島々と，

中米のベリーズ〈！日英領ホンジュラス〉，南アメリ

カ大陸のカリブ海沿岸に位置するガイアナ（！日英

領ギアナ〉，スリナム（旧蘭領ギアナ〉，仏領ギアナ

の国々によって構成されるカリヅ諸国は， 15世紀

末コロンプス一行がこの地域に渡来して以来，ヨ

ーロッパ諸列強の勢力圏拡大劇に翻弄されてきた

（注1）。カリブ地域にはスペイン，フランス，イギ

リス，オランダ，アメリカとL、った先進諾国が植民

地理得をめざして進出し，現在なおスペインを除

くこれらの国々の植民地が入り乱れている位2)0

ここでカリプ地域の独立に至る過程をみておこ

う。カリブ諸国の独立は大きく三つの時期に分け

られる。第1期には， 19世紀前半におけるスペイ

ン，ポルトガノレ領ラテンアメリカ諸国の独立期に

呼応し， 1804年フヲンスからハイチが独立，次い

で1844年，スペインからの独立を宣言した後ノ、ィ

チに占領されていたドミニカ共和国が独立した。

第2期はアメリカがスペイン植民地に対して勢力

闘拡大の攻勢をかけた米西戦争の時期で，その間
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隙をぬってキューパが1898年スペインから独立を

達成した。第3期は第二次世界大戦以降であり，

大半のカリブ諸国の独立は1960年代以降iこ持ち越

された。第I，第2期におけるカリブ諸国の独立

が，スペイン，ブランス領植民地において達成さ

れたのに対して，第3期には英領植民地の独立が

あい次いだ。 1962年のジャマイカ， トリニグッド

・トパゴ， 66年のガイアナ，パルパドス， 73年の

パハマ， 74年のグレナダ， 78年のドミニカ， 79年

のセントルシア，セントヴィンセント・グレナデ

ィーン諸島， 81年のベリーズラアンティグア・パ

ービューダと続く一連の独立達成は，いずれも英

領植民地のそれである。この間カリブ地域におい

て実現した英領植民地以外の独立は， 1975年オラ

ンダから独立したスリナムの事例のみである。現

在カリブ地域に残る英領の非独立地域は，ヴァー

ジン諸島，ケイマン諸島，ダークス・カイコス諸

島，パーミューグ諸島，モントセラト島，セント

キッツ・ネーヴィス・アンギラ諸島を残すだけと

なった。

ラテンアメリカの一部を構成するカリブ地域

は，ラテンアメリカの大半の国々が独立した19世

紀前半よりも 1世紀半近く遅れて，また第二次世

界大戦後のアジア，アフリカ諸国の独立期よりも

ーラウンド遅れて，独立の時期を迎えたわけであ

る。独立に翌る経緯は，植民地側の政治，経済，

社会的要閣に加えて，植民地本国ill!］の植民地統治

理念，政治，経済関係など租括的な諸領IJ面から総

合的に把握されなければならないのそのこ予備的作

としてここでは，英領カリブ地域が独立に至る

までの対英関係の変容過程を経済的側面に限定し

てみていくことにする。このことはとりも直さ

ず，独立以降における！日英鏑カリブ諸国の経済的

自立をめざす歩みの出発点を明らかiとすることに
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もなるのである。

その他のカリブ地域と同様，！日英預カリブ諸国

においても，ヨーロッパとの経済関係は砂糖き

びプランテーションの開発を軸として進められて

きた。そして砂糖きび生産に必要とされる労働力

は原住民からの調達では不十分であったため，大

量の黒人奴隷がアフリカから送り込まれた。当時

奴隷貿易の主要を担っていたイギリス賠によって

新大陸へ運ばれた黒人奴隷は轄しい数に上り，一

説によれば，その数は1776年までの 1世紀間に300

万人に及んだとされる（注3＼奴隷制に支えられた

英領カリブ地域の砂糖きび生産は， 18世紀に著し

い活況を呈した。この時期の英領77lJヅ地域は，

英本間の砂糖供給地として，またヨーロソパ諸列

強との領土拡張戦における軍事基地としてきわめ

て重婆視されてし、たのであった。

その後英本国内およびこの地域において奴隷告I]

に対する批判が高まる中で， 1808年イギリスは奴

隷貿易の廃止に踏み切り，さらに1833年には英領

榛民地における奴隷常ljを撤廃した。奴隷労働力の

供給を断たれた英領カリブ地域は，黒人にかわる

労働力源として他の英領植民地にその供給を求め

ることになった。過剰人口を抱えるインドがその

恰好の供給地となり， '4'・季契約によるインド人労

働者が大量に送り込まれた。この制度は1917年の

箆止に至るまで存続したのである位4'a 

このような！日大陸からの大量のヅj’働力流入は，

この地域の人種構成をその根幹から塗り務えるほ

どであった。すなわ九大半の英樹カリフ、地域では

現在！京住民人口がきわめて少なく，その大半が黒

人およびその混血からなっている。またtrイアナ
とトリニダッ F'.トパゴの場合は，黒人とインド

人およびそれらの混血が主婆な人種構成婆索とな

って現布に至っている（注5）。
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ハイチの独立およひ＇ 1833年の奴隷制廃止を一つ

の契機として，カリブ地域における砂糖きびプラ

ンテーションの中心はキューパに移っていった。

同国においては奴隷制の廃止が1886年まで持ち越

されたのである。また当時ヨーロッパにおいては

甜菜による砂糖の増産が始まっていた。そうした

状況の変化の中で，英領カリブ地域にとっては，

砂糖きび生産というモノカルチャー経済から脱却

して産業の多様化を図ることが， 19世紀半ば以降

の重大な課題となった。しかしながら，砂糖きび

プランテーションの最隆盛期に他大陸から大量な

人口が送り込まれ，その結果として人口圧力問題

を抱えることになった英領カリブ地域にとって，

人口問題を解消するだけの経済成長の達成はきわ

めて実現のむずかしい課題であり，実本国からの

経済援助に助けられながらも高率の失業問題に悩

まされてきたのである。

そうした中で英領カリプ地域の経済開発政策を

検討するため， 1938年10月から39年4月にかけて

英本国から王室西インド調査団が派遣された。そ

の報告書の内容は1940年2月にその…部が発表さ

れた後， 1945年6月に報告の全容が公表された。

経済開発をめぐる指針として示された中には，砂

糖産業に対する生産計画と価格政策の整備，農作

物の多様化，農地の開発関進，，j、農生産の奨励，

そして海上および航空輸送網の整備などが盛り込

まれていた（注6）。また間報告書の全体的な政策提

言の基本線は，以下のとおりであったα すなわち

経済開発の成果を待って社会福祉政策に若手する

のでは時期を逸してしまうほど，この地域の社

会，医療，衛生，教育などの諸問題は早急な対策

を迫られている。そのため援助政策は経済開発に

対してのみでなく，数学f，社会福祉，医療，衛生

田で強化されなければならないというものであっ

！日英領カリプ諸国の経済自立への試み

た。間報告の提言は，その後の英領カリブ地域に

おける援助政策の重要な方針のーっとして採用さ

れることになったのである。

第二次世界大戦の勃発は，英領カリプ地域に政

治，軍事的のみならず経済的にも多大な影響をお

よぼすことになった。第二次世界大戦に際してこ

の地域の軍事的重要性が極度に高まり，イギリス

は西半球の防衛を目的として，英領下にあるカリ

ブおよび北大西洋地域の軍事要地をアメリカに提

供することに同意した位7）。こうして英領カリブ

地域に次々と軍事基地が建設されていった。そし

てカリブ海域における戦闘が激しさを増すにつ

れ，海上輸送の安全性が脅かされることになった。

そうした状況の中で，従来から貿易依存度がきわ

めて高いこの地域は，農産物を初めとする生活必

需品の確保および輸出産品の輸送に大きな支障を

きたすようになった。こうした戦時下の必要性に

迫られ，英領カリプ地域は自給用作物の生産にカ

を注ぐようになった。また軍事物資調達の必要

上，英領ギアナのボーキサイト，トリニグッド・

トパゴの石油，またこの2カ国と英領ホンジュラ

スにおけるゴム生産がやや活況を呈するようにな

った。とはいえ，豊富な鉱物資源に恵まれていな

い国々の多くは，その可耕地面積も小さし自給

用作物の生産においても障警が少なくなかった。

そうした状況の下で，戦時中の経済問題を軽減す

る一つの試みとして，英連邦砂糖協定が設けられ

た。同協定は，との地域の主たる輪出産品である

砂糖価格の安定化を図ろうとするものであり，こ

うした制度は戦後にも継承されることになった。

第二次世界大戦中の英領カリブ地域は，オッタ

ワ協定，スターリングブロックに依拠する大英帝

国経済圏の構成メンパーとして英本国との経済関

係を強めてきた。しかしながら第二次世界大戦以
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降においては大英帝国経済圏が解体され， GATT

体制の下で自由かっ多角的な国欝繋易関係の再建

がめざされることになった。そうした中でイギリ

スの経済力は地盤沈下の様相を深めていった。イ

ギリスは自国経済の活路をヨーロッパ諸国との経

済関係の強化に求めるべく， 1960年にはオースト

リア，デンマーク，ノルウェー，ポルトガノレ，ス

ウェーデン，スイスともにヨーロッパ自由貿易連

合（EFTA）を発足させた。さらにはEFTA諸国に

加えてEEC諸国との経済関係をも深めるため，イ

ギリスは EECへの接近に努め， 1961年8月には

EEC加盟の第1回申請に踏み切った。これは196..1

年ドゴール仏大統領の拒否権にあって流産の憂目

にあったが，その後もイギリスの EEC接近が続

いた。このようなイギリスの EEC加盟への動き

は，英連邦および英領植民地に少なからざる動揺

をもたらした。英簡カリブ地域も敏感に尻忠し，

イギリスの EEC加盟によって自国に不利益がも

たらされないよう交渉を重ねた叫8¥

こうしたイギリスの動きの中で，英領カリブ地

域においては連合組織結成への取り組みがみられ

た。このような連合体結成の構想、は第二次世界大

戦前にすでに存在しており，また第二次世界大戦

終了直前の1945年3月には，オリパー・スタンレ

イ植民庁長官が， 「カリブ地域におけるイギリス

政府の植民地政策の目的は，英鏑植民地さと連合す

ることであるJC注9〕と述べ，戦後の連合結成に対

してはイギリスもそれを支援する姿勢を示してい

た。

長期間の交渉の積み重ねを経た結果，ょうやく

1958年に商インド連邦が結成され，パルパ i-:ス，

ジャマイカ，アンティグア，セントキッツ・ネー

ヴ，イス・アンギラ，モントセラト， トリエダッド

・トパゴ，グレナダ， ドミニカ，セントルシア，
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セントヴィンセントが力日盟した。

西インド連邦結成に際しては，政治上の統合に

加えて経済面での域内協力がめざされていた。す

なわち連邦内においては入と商品の移動の自由を

最大限に認め，域内自由貿易を実現するため関税

同盟をすみやかに結成すると規定されている。そ

して関税同盟計画には，域内自由貿易の導入と，

9年以内に対外共通関税を設定することが盛り込

まれていた。

このような目標を掲げて発足した商インド連邦

であったが，その連邦体制は長続きせず， 4年後

の1962年には解体を余儀なくされることになっ

た。解体の原因は主として政治・経済的諸要因に求

められるが，中でも連邦加盟諸国間で経済的利害

調整の足並が揃わず，その結果加盟国間の対立・

抗争を招いた点、に着目しなければならない。すな

わち加盟諸国は，向世紀にもおよぶ植民地支配の

下で植民地本国との経済関係を深めてきたのに対

して，加盟諸国間の経済的補完関係の進展は停滞

気味であり，相互の利害関係が合意に達しにくか

ったからである。

西インド連邦が解体した年には，ジャマイカと

トリニダッド・トパゴが独立し，英連邦加盟国に

加わった。その後英領カリブ地域における一連の

独立があい次ぎ，いずれも英連邦に加盟して現在

に至っている。

（注1) ここではカリブ海に浮かぶ島々に加えて，

中米，南米大陸の一部の国々をもカリプ地域に含めて

いる。それは分類基準としセ，地理上の位置のみでな

く，人種構成，植民地統治銅との関係，社会，文化，

歴史，政治，経済など広範囲におよぶ諸要因を考慮に

入れた結果である。

(ii 2) カリヅj也域におげる英領植民地の歴史：ii,-

く17世紀にまで遡る。イギリスの植民地支配下におか

れた＂！＇－次についてはいくつかの説があるが，ここでは

Paxtonが提示した年をがしておしブンテ4グア
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(1663年），パハマ（1646年最初の入植， 1783年〉，パノレ

パドス（1627年最初の入植， 1662年〉，パーミューダ

(1609年最初の入植， 1684年），英領ギアナ（1814年〉，

英領ホンジュラス（1638年最初の入棺， 1884年ジャマ

イカから分離した植民地となる〉， ケイマンおよびタ

ータス・カイコス諸島（1670年， 1848年ジャマイカ属

官f), ドミニカ〔1763年），グレナダ（1763年〉，ジャマ

イカ（1670年），モントセラト（1642年），セントキッ

ァ・ネーヴィス（1625年），七ントルシγ （1814年），

セントヴィンセント（1763年〕， トリニダッド・トパゴ

（各島1802,1814年楠民地， 1899年合併），ヴァージン

諸島（1666年），ウインドワード諸島（1763, 1814年

悩民地， 1885年連合〉。 Cook,Chris; John Paxton, 

Commonwealth Political Facts，ロン jβ ／， Mac-

millan Press, 1979年， 2～4ベージ。

（注3) 楊井克巳『概説国際経済論』東京大学出版

会 1965年 22ページ。

（注4) Colonial o飴ce,British Dψendencies in 
the Caribbean and North Atlantic 1.939 1952, "' 

ンドン， HerMajesty’s Stationery O伍ce,1952年， 2
’ e ＂＇ーー 〉／。

（注5) National Basic Intelligence, Factboo.長，ワ

シントン D.C., U.S. Government Printing O伝ce,

1979"1"・，各／¥Jro

（注6) Colonial Office，前掲書， 4ベージ。

（注7) 1940年英米関に締結された協定の中には，

アメリカが， :J,::領下のカリブおよび北大同洋地域の軍

事要）112を99年間無償で租併することが盛り込まれてい

た。具体的な基地建設用地については翌41年に英米間

の合意をみた（向上書 5ベージ）。

（注8) Central O伍ceof Information, Britain 

in the European Community，ロンドン， Her乱/fa・

jesty’s Stationery O伍ce,1981年， 4～9ベージ。

（注9) Colonial O侃ce, Report of the West 

I河diesConstitutional Conference, 1961，ロンドン，

Her Majesty’s Stationery O伍ce,1961年， 5ベージ。

II 対英貿易関係の変容

ここでは旧英領および英領カリブ地域とイギリ

スとの貿劫関係の変容についてみておくことにし

よう。次節以下との比較に供するため，とりあげ

る国々は旧英領・英領カリプ地域のうちカリブ自

！日英領カリプ諸国の経済自立への試み

由貿易連合，カリブ共同体・共同市場の加盟国に

限定する世l）。

まず！日英領・英領カリブ地域の基本的な貿易構

造についてまとめておこう。大半の国々では長年

大幅な貿易収支赤字基調が続いてきた。その稀な

例外は産油国のトリニダッド・トパゴで，石油危

機下の原油錨格高嫌により 1974年以降ょうやく貿

易収支が黒字に転じた。

次に貿易品目についてみておこう。輸出品目の

中では，農林産物と鉱産物が中心となっている。

農産物の中では砂糖が輸出におけるもっとも大き

なシェアを占め，ラム酒，パナナなどの熱帯果実も

重要な輸出品目に数えられる。鉱産物の中ではト

リニダッド・トパゴの石油，ガイアナおよびジャマ

イカのボーキサイト，アルミナなどが主力輸出品

となっている。このように各国ともその輸出総額

の過半はごくかぎられた第一次産品輸出によって

占められてきた。しかしながら1970年代以降国産

鉱産物の加工をはじめとする工業化がある程度進

展する中で，輸出品目が多角化する兆しをみせて

いる。とくに域内先進諸国においては，わずかず

つではあれ工業製品の域内輸出が増加してきてお

り，伝統的な貿易構造が若干変化しつつある。他

方輸入品目は，食糧，軽工業・重化学工業製品，燃

料・原材料とかなり多岐におよんでいる。このよ

うなきわめて対外依存関係が根深い貿易構造は，

在来産業が，植民地下の砂糖きびプランテーショ

ン開発の犠牲になって衰退し，食糧自給ができな

くなったこと，またモノカノレチャー経済の下で工

業化が進まなかったことなどを反映してヤる。

以上貿易構造の基本的特徴をつかんだうえで，

対英貿易の変容についてみていこう。第 1表は19

39年以降，イギリス，カナダ，アメリカの貿易総

額に占めるシェアを示している。同表からわかる
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においては，とくにこ

の時期までのイギリスは，英舗カ I)ブ地域にとっ

て，輸入相手国としてよりも輸出市場としてきわ
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わせたシェアがほぼ過半を占めている。



Ⅲ　域内統合発足の経緯
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アメリカのそれの方が大きくなっている。

このように，大英帝国経済圏が結成され，イギ

リス本国と植民地・自治領との間の経済補完関係

が強化されていった1930年代から第ニ次世界大戦

に至るまでの過程，さらには戦後ポンドヵ；交換性

を回復するまでの時期において，英領カ 1)－／地域

は英本閏，カナダと深い貿易関係を維持していた

のである。しかしながら，戦後のイギリス経済の

弱体化が進む中で， 1960年代以降，地理的にも近

距離にあるアメリカが重要な貿易相手国へと井格

し，とくにベリーズや域内先進諸国との貿易関係

を強めていった。こうしてイギリスは域内先進諸

国との貿易においてかなり後退することになった

が，他方域内低開発諸国であるドミニカ，セント

ルシア，セントヴィンセント・グレ十ディーンな

どとの貿易においては依然としてかなり高いシェ

アを維持している。そしてこれらの国々にとって

イギリスは，とくに輸出市場として重要な地位を

占めてきたといえる。

（注 1) なお力fl問問中グレナダとセントキソツ・ネ

ーグィス・アンギラについては，統計資料（｝）＼i,i)約｝：：分

析の対象かん訓殺した。

皿域内統合発足の経緯

！日英領および英領カリブ地域はミニ間家・議領

の集まりである。総人口が 100万人を超えている

のは，ジャマイカの 225万人とトリエグッド・ト

パゴの117万人のみであり〈注U，タークス・カイコ

ス諸島のように1万人未満の悶もある。また面積

でみると，最大の国土を持つのはガイアナで21万

5000平方キロメートル，次いでベリーズ，パハマ

ジャマイカ， トリニグッド・トパゴが各2万3000

平方キロメートノレ， 1万4000平方キロメートノレ，

I万1000平方キ口メートノレ， 5000平方キロメート

！日英領カ現プ諸国の経済自立への試み

ノレ余を有し，残りの島々はわずかに1000平方キロ

メートル未満の面積しか持たない（注2）。このよう

に一国の経済規模がきわめて小さい！日英領・英領

カリブ諸国の大半は，自立的経済構造の形成を指

向する上で劣悪な条件の下におかれている。

こうした条件iこ加えて， イギリスの EEC加盟

への動きがみられる中で，！日英領・英領カリブ諸

i司法自国経済の角立的発展の可能性を模索するこ

とになった。そしてミニ国家に伴う経済発展の制

約要国を克眼しながら，域内経済協力を推進する

方向をめ5すことになった。こうして1968年セン

トジョーンガ条約によりカリブ自由貿易連合が結

成された。カリヅ自由貿易連合はヨーロッパ自由

貿易連合iこ範を得て設立され，次のような日擦を

掲げていた。それは，域内関税の自動的一括引下

げと対外共通関税の設定によって関税同盟を形成

し，それをとおして域内貿易の自由化を推進しよ

うとするものである。加盟国は， トリニグッド・

トパゴラジャマイカ，パノレパドス，ガイアナ，ベ

リース人グレナダヲドミニカ，セントルシア，セント

ヴィンセント，モントセラト，アンティグア，セン

トキッツ・ネーヴィス・アンギラといった大半の

！日英領・英領カワプ諸国によって構成されていた。

カリプ自由貿易連合の下での域内貿易は，域内

自由紫島市場の形成によってもそれほど大きな伸

びを示さず，域内輸出比事は1967年の6%から71

年iこようやく 8.9%，また域内輸入比率の方は同

じく4.7%から5.5%への微土習に留まった〈第2表〉。

こうした中でカリブ自由貿易連合加盟諸国は域

内の経済補完関係をさらに強化するため，経済統

合の自擦を生産国にまで拡大することになった。

1973年のチャグアラマス条約によって発足したカ

リプ共同体・共同市場がそれである。カリブ共同

体・共同市場の結成に探しては，イギリスのEEC
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第2表 CARIFTA・CARICOMの域内貿易推移
（単位： 100万米ドノレ〕

一一三九ヤ1~~~1三雪上l~η＝剖竺31~~~瓦
輸出総額 （心 1 854.ll 858.51 920.21 1,01s.21 1,067.81 1,zs2.1¥ 3,221 I 3,406.o¥ 3,403.o 
域内輸出額 (B) I 51.ll 53.91 69.ll 80.ll 94.91 143.31 279 I 318:01 314.0 
域内輸出比率（鴎／（A)(%)I 6.01 6.3) 7.51 7.91 8.91 11.21 8.71 9.31 9.2 
輸入総額 制 1 1,054.51 1,087.41 1,235.0I 1,433.61 1,sn.11 1,869.6 3，日o I I 
域内輸入額 （防 1 49.31 田.61 61.11 77.31 86.71 142.0: 302 I I 
域内輸入比率制／制＜%） I 4.7¥ 4.7¥ s.01 s.4¥ s.s1 1.6'1 8.s1 I 
（出所） INTAL, Elρroceso de integraci6n en America Latina en 1975，プェノスアイレス， 1976年， 263
～266ページ， lntegraci6nlatinoamericana，第2巻10号， 1977年1・2月（77～78ページ），第3巻2'.:l号，
1978年4月（84ページ〕。
1977, 78年については， CEPAL,lntegraci6n y cooperaci6n regionales en los anos ochenta，サンチア

ゴ， 1981年， 49ページ。
（注〕輸出額ドOB，輸入額CIF表示。

加盟から多大の影響を被むり，域内経済統合をさ

らに推進することによりその打撃を軽減しようと

の各国の強い意向が反映していた。チャグアラマ

ス条約には1973年7月にジャマイカ，トリニダ、ソ

ド・トパゴ，ガイアナ，パノレパドスの4カ国が調

印し，同年8月にカリブ共同体・共同市場が発足

した。そして翌年5月には他のカリブ自由貿易連

合加盟諸国が加入し，カリブ自由貿易連合は実質

的にカリブ共同体・共同市場へと改組されること

になった。カリブ共同体・共同市場は従来までの

域内貿易の自由化に加えて，産業統合社画の作成，

実施による経済統合の推進を重要な目標としてい

る。また統合政策の中には域内格差是正策が盛り

込まれており，域内比較的低開発諸国（注3〕に対し

て産業統合計画における一連の優遇措置，および

域内貿易の自由化に対する時間的精予が施されて

いる。

域内統合がカリプ自由貿易連合の結成からカリ

ブ共同体・共同市場へと発展していく過程で，経

済統合の促進と域内の調和的発展を目的としてカ

リブ開発銀行が設立される運びになった。同銀行

設立の構想、は， 「1966年6月パノレパドスで開催さ

42 

れたカリヅ地域英連邦首相会議において提出され

た，英連邦カリブ諸国のための開発銀行設立草

案」位4）＇こ遡る。開業は同年 7月オッタワにおけ

る英連邦カリブ諸国・カナダ会議で引続き検討さ

れることが決議された。そして69年10月の設立協

定調印を経て翌70年1月に発足した。加盟国には

カリプ自由貿易連合加盟国とノミハマ，タークス・

カイコス諸島，ケイマン諸島，英領ヴァージン諸島

に加えて，域外からイギリスとカナダが加わった。

設立時の出資金比率は各国の経済力に応じ，ジャ

マイカ2240, トリニダッド・トパゴ1540，ノξハマ

660，ガイアナ480，パルパドス280，英領ヴァージ

ン諸島，モントセラト，ケイマン諸島，タークス・

カイコス諸島各25，残りの域内加盟国100，そし

てイギリスとカナダが各公ぬGと決定された（注5）。

1970年から78年までの融資累計額は 1億8000万米

ドルに上り，主な融資分野は港湾整備などのイン

フラストラクチャー，農業などである。融資総額

の60%前後は域内比較的低開発諸国に振り向けら

れている。

（注1) 米州開発銀行による1980年推計。

（注2) World Bank, The Commonwealth 
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Caribbean: The Integration Experience，ボルティ

モア，ロンドン， JohnsHopkins University Press, 

1978年， 6～7ベージ。

〈注3) カリブ共同体・共同市場における城内先進

諸国はトリニダッド・トパゴ，ジャマイヵ，カイアナ，

パノレパドスの4カ国で，その｛自の図々は「域内it較的

低開発諸凶」とされている。

（注4〕 INTAL, Boletin de la Integraci6n，第

5巻49号， 1970年1月， 6ベージ。

(Its) 同上台 8ベージ。

N 域内貿易の推移

前節では域内統合の設立過程をおさえたので，

ここではその具体的な進燥状況を域内貿易の側面

からみていくことにする。

まず第2表から， 1967年以降におけるカリブ共

同体・共同市場（改組前はカリブ自由貿易連合〉の域

内貿易比率をみてみよう悦1）。加盟諸国全体でみ

た場合， FOBとCIFの表示ベースが異なってい

るが，世界貿易における輸入総額が輸出総額をは

るかに上まわっている。そして域内輪出比率に対

して域内輸入比率が相対的に低く，輸入における

域外依存度が輸出におけるそれよりもさらに高く

なっている点に着目しなければならない。カリブ

自由貿易連合発足の前年に当たる1967年の域内輪

出比率は6.0%，域内輸入比率は4.7%となってい

る。このように発足前における域内貿易比率が低

い惜2）のは，次のような理由によるものである。

すなわち加盟諸国はいずれも長年イギリスの植民

地下におかれ，大英帝国経済圏に属してきた。そ

してスターリング圏メンパ一国として共通通貨に

よる貿易決済の便宜を相主に有してきたわけであ

るが，こうした条件は英領カリプ地域内貿易を盛

んにするよりも，むしろイギリス，カナダなど他

の英連邦諸問との貿易拡大に寄与してきたのであ

旧英領カリプ諮問の経済自立への試み

る。

カリブ自由貿易連合の発足により域内貿易促進

の関税制度が整えられていく過程で，域内貿易比

率はその後わずかずつではあれ上昇してきた。と

くに域内輪出比率ののびが相対的に大きし 1969

年に 7%台へ達した後， 1973年には2桁台の11.2

%にまで上昇した。しかしながら1973年以降は，

カリブ自由貿易連合からカりブ共同体・共同市場

への改組によりさらに高次の経済統合が指向され

たにもかかわらず，石油危機の影響もあって域内

輸出比率はのぴ悩み気味である。また域内輸入比

率の方は1969年lこ5%. 1973年には7.6%,1975 

年iこは8.5%となっている唯3¥

次に各加盟国別に域内貿易の推移をみてみよ

う。第3表に示されるように，パルパドス，ガイ

アナ，ジャマイカ，トリニダ叩ド・トバゴの域内先

進4カ国は， 1975年頃まで域内輸出総額の95%前

後を占めている。それに対してこれらの国々が域

内輸入に占めるシェアは，年々増加してきている

とはいえ， 70%前後から1975年には82%に留まっ

ている。さらに域内先進4カ国を国別にみると，

産油国のトリニグッド・トパゴと， 1971年までの

ジャマイカに閉して，域内輸出シェアが域内輸入

シェアを上まわり，パルパ F'ス，ガイアナ， 1973

年以降のジャマイカについては両者の相対比が逆

転している。とりわけトリニダッド・トパゴの域内

輸出シェアは50%前後におよび，石油危機以降の

1975年にはそのシェアが57%強に上昇している。

ここで加盟国聞の域内貿易関係を第4表の域内

貿易収支でみてみよう。トリェグッド・トパゴが

年々域内貿易収支黒字幅を拡大しているのに対し

て，他の国々は軒並み域内貿易収支赤字を累積し

ており，ジャマイカも1972年を境に黒字から赤字

に綜落してU、る。トリニダッド・トパゴの大幅な
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第3表 CARIFTA • CARICOM各加盟国の域内輸出入シェア（%）

｜附 I1蜘 1 1969 1 1970 1 1971 1 1973 r 1975卜97711978
輸出品入除以軒両入輸出l輸入｜輸出品市出［輸入｜輸出嗣両輪戸

守 yレノξ ドス I11.5! 15.21 10.91 16.6110.21 17.21 10.51 17.0I 11.21 11.sl 10.11 16.21 7.1! 11.9[ 7.3¥ 10.2 
カごイアナ I23.ll 26.21 20.sl 29.li 18.51 26.2116.61 24.41 14.11 21.11 13.51 19.61 16.2: 24.剖13.0I12.s 
ジャマイカ I9.41 8.8110.41 7.41 12.71 9.4115.51 12.31 15.8114.8! 19.2126.7112.5131.6115.8114.0 
トリニダッド・トノξゴI49.5j 18.6j 51.1j 1S.4j 53.oj 11. 11 52.2111.51 54.6[ 11.s1 53.oj 1s.4i 57.5j 14.o; 48.7j 45.2 

小 品一一同槌瓦f;o.5!94.sj 11.2195日if~一行両；1ムギバム2
－い←国三バーιiれ1.5「極千］jj戸トセ寸－~：＂｛22・己七ミj1ザ守
合計：100.0!100. 0'100. 01100. 01100. 01100. 01100. 01100. 01100. 01100. 01100. 01100. 01100. 01100. 01100. 0'100. 0 I ・ I I ・I . I • I • J • I ・｜・ I I 

（出)Yr) INT AL, El proceso de integracion 四 11mericaLatina en 1975, 263～266ページ； lntegracion
latinoamericana, 第2巻10号， 1977年1・2月（77～78ページ〕，第3巻23号， 1978年4月（84ぺージ〉，
CEP AL, lntegracion y cooperaci6河ア司gionalesen los anos ochenta，サンチアゴ， 1981年， 49ページより
作成。
ぐ注） 輸出額 FOB，輸入額CIF表示。

第4表 CARIFTA・CARICO.Iv！各加盟国の域内貿易収支
〈単位： 100万米ドノレ〉

川967 1云68 f 1969 J ~川ーム川瓦；－「~973 片町…；m
守ノレス ド云1----L6-r =-~- 5 1ー3.sI ·－＝；瓦｜ーごムl一二ム下二1：~瓦瓦仁瓦副ι！8.2
ガイアナ I-1.2 I 3.5 I -3.3 I -5.6 -5.5 I -6.7 I -8.5 -36.7 I -28.8 I -37.8 
ジャマイカ I 0.4 I 1.9 i 3.1 I 2.9 2.3 I -11.4 I -10.4 I -39.2 I -60.7 -20.5 
リニダッド・トパゴ！ 16.1 I 20.1 I 25.9 I 認 .4I ぉ.oI 41.4 I 臼 .l! 109.71 118.3 109.4 

小 計一「｛；.9円 5.91 2;:;・1・・ 20.8ド3~XL 1~：「瓦日 ~7.可立8「示
h 他J国.-~ 1·=-{2~~-12.6 f-14.41二iよ1f---;o.8 f孟司二ム；i:l~［－3両三i;:9
（出所） INT AL, El proceso de integracion en 11merica Latina en 1.975, 263～267ページ； lntegracion
latinoamericana，第2巻第10号， 1977年1・2月（77～78ページ〕，第3巻23号， 1978年4月（84ページ〉よ
り作成。

域内貿易収支黒字に支えられて域内先進4カ国の

それは黒字を維持し，他方域内低開発諸国の赤字

幅が拡大している。

このようにカリプ自由貿易連合およびカリブ共

同体・共同市場における域内貿易は，石被危機か

らの影響もあってか， 1970年代半ば以降のぴ悩み

気味である。しかも域内貿易はトリニダッド・ト

パゴの一方的域内輸出拡大の下で他の加盟国の域

内貿易収支赤字をもたらしており，前者に対する

後者への貿易依存関係が深まっている。
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それでは次に域内貿易品潤について考察しJょう。

資料の制約上，域内先進4カ国に限定して1975,

78年の域内貿易における輸出品目構成をみよう。

第5表が示すように，域内先進4カ国の総輸出に

おいて非工業製品と燃料を合わせたシェアが1975,

78年に各80.3,80%と圧倒的な割合を占め，工業

製品のシェアはほとんどのびていない。それに対

して域内輸出においては工業製品のシェアが1975,

78年に各40“1,47.2%とかなり高くなっていら。

国別にみると，ジャマイカが域内輸出額の90%以
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〔1978年〕

64却＂~I －，国23~ 1~-~ 訓）80 域内先進4カ国（間% 
輸 額 3,204.0 2σ7.5 97.9 42.2 67.4 

100.0 56.4 100.0 47.2 20.3 32.5 
ノ〈／レノf輪ドス

130.0 58.8 71.2 20.7 18.0 2.7 
（出%〉 額 100.0 45.2 54.8 100.0 87.0 13.0 

ガイ アナ
輸
（出%） 
額 291.0 16.9 274.1 40.0 8.2 31.8 
100.。 5.8 94.2 100.0 却 .5 79.5 

ジャマイカ
輸
（出%〕
額 765.0 457.8 302.2 5.0 38.3 35.4 2.1 0.8 
100.0 59.8 39.5 0.7 100.0 92.4 5.5 2.1 

トリニダッド・トパゴ
輸
（出%〕
額 2,018.0 107.2 107.8 1,803.0 107.5 36.3 4.6 66.6 
100.0 5.3 5.3 89.4 100.0 33.7 4.3 62.0 

（出所〕 CEPAL, lntegraci6n y cooperaci6n regionales en los ani'Js ochenta，サンチアゴ， 1981年， 50～51
ペーシ。
（注〕 (a）精油，石油副産物，非鉄金属を除く。

（同燃料を除く。
(c) 精油，石油倒産物を合む。

上を工業製品で賄っており，パノレパドスでは，域

内輸出に占める工業製品のシェアが1975年の46.7

%から78年87.0%へと大きくのびている。またガ

イアナの場合は， 1975.tf-から78年にかけて工業製

品輸出のシェアは16.1%から20.5%へと増加して

いる。しかしこの国は，域内では桁はずれに広大

な可耕地面積（3万1日0平方キロメートル，域内第2

位の可耕地面積を持つ国はベリーズで8740平方キロメ

ートル〉を有し，かつボーキサイトなど豊富な鉱

産物資源に恵まれているため，農産物，鉱物資源

など非工業製品輸出のシェアがかなり高い。他方

4カ国貿易額の過半を占める卜リニダッド・トパ

コγ）場合は産油国でもあるため， 1975年から78年

いかけて域内への石油供給のため石油の域内輪出

シェアが忽婚し，工業製品のそれは減少している。

次に工業製品輸出の内訳を第6表からみてみよ

う。 4カ国の工業製品輸出総額の62%強が，自国の

鉱物資源に依拠したアルミナを含むジャマイカの

4ラ



むすびにかえて

1982070048.TIF

他
門
J
ι
2
1
A
一

山

り

の

M
5
3
8
7

一

O

そ

一

F
一

I
l
l
i－
－
－

I
l
l
i－
－
－
一

川

一

酬

↑

ω
一
一
川
口
一

米

一

送

一

一

万

一

輸

「

1

1

1

1

1
一

則
一
概
一

ω
ω
M
M
U
一

位
一
鼠
↑

2

1

一

恥
神
南
町
耳
川
引
i

Q
C

一
回
号
明
、
B
ノ一

R
u
a佳
’

i

h
り

戸

四

幅

一

夜

一

訳

一

・

属

一

n
J
J
2
3
3

内

一

鋼

金

一

日

5
0
6
3

枇

一

鉄

一

四
回
一
紙
一
q
J

一J
3

5

除

単

一

寸

7

0

2

4

謙

一

製

一

阪
一
引
一
川
川
間
川

け

皮

一

一加

J
叫
川
一
日

ω
u
u
M
一

側

鰍

耳

一

3

2

一

C
I
l
l
1
1－
－

l
i
N勺
i
i一

悶

・

ス

ク

0

6

3
剖

7

一

1
d

尚
子
ラ
ッ
ー

ι
1
0
ι

仏
一

C

化

プ

チ

必

活

6

一

表
的
ぺ
｜
川
引
制
1
1
1
3

d

7

タ
工
＆

ι
ι
L
o
ι

第

一

料

・

加

5

3

1

一位同
H
H
下
1
1
i
l
l－
－

柏
製
計
一

1
8
3
8
2

削

創

業

恰

同

制

回

目

却

問

輸

出
ヨ
占

a

T

内

輪
一
I
l－
－

配

－

1
｜
｜
刊
一
蜘

ロ

ロ

一

汗

ス

ナ

カ

ッ

し

一

品

製

一

進

出

ド

ア

イ

ダ

リ

製

業

先

叩

パ

一

マ

ニ

］

業

工

内

U
ル
ィ
ヤ
リ
ご
守
工

〔

域

；

ハ

ガ

ジ

ト

｜

〔

2
0
4
2
6

汁ノ

4
1
2
9
1
一

γ

。

っ“

1

A

－

ノ

＼

I

l

l
－－一ド強

引
一
川
口
日
一
日
一
酬

1
ム

一

F
O
吋

E

（
副

I
l
l
i－
－

－

ー

一

じ

油

一s
b
3
A
J
一
同
石

7
8
8
5
6
一
こ

一

J

I

－

－

i

一

！

表

油

下
1
1
1
1
1
5
精

一
同
ス
ナ
カ
ツ
げ
第

4

進
酷
ド
ア
イ
ダ
ト
ド
一
）
い

先
パ
ゴ
一
・
一
所
〉

内
け
ル
ィ
ヤ
リ
ご
一
出
注

域
；
ハ
ガ
ジ
ト

J
〔
（

13.6 I 

5.0 I 
1.1 I 
1.2 I 

6.3 I 

3

一1
0

2

5

0

2

3

 

6

一4
6

6

1

A

n

U

A

U

n
り

9.9 

1.0 
0.9 
5.6 

2.4 

(b) アルミナを含む。

化学・プラスチック製品によって占められてか

る。それに対して域内工業製品輸出においては化

学・プラスチック，電気機器，食料・飲料・タパ

コ加工，繊維・衣料が各24.7, 16.2, 15.4, 13.9 

%のシェアを占め，業種が多様化している。

このように域内貿易シェアの大半を占めている

域内先進諸国は，域外向けには主に燃料，農鉱産

物を，また域内市場に対しては工業製品を中心に

供給してきている。このことは工業製品に関する

域内分業が徐々に進みつつあることを示すものと

いえよう。

(/:l 1) 各年次聞の比較のため，域内貿易の統計数

仰はi'l記のない場合，すべて現在v>Jrn.:l!H吋全体を合む

ものとする。

（注2) 経済規e:,J> if:がた2く単純には比較できた
いが，一応の目安としてラテンアメリカにおける他あ

経済統合発足前年の域内貿易i七本合示しておこう。ラ

テンアメり力自由貿易述合とぺ：米共同市場の19回年仁

おける域内輸出比率はともに 7.4%, 域内輸入比率は

各6.6,6.4%で，いずれもカリフ白由貿易連合のそれ

より高し、。他方アンデス地域統合の場合は発足の翌年

46 

とある1970年に域内輪出比率2.7%,M内総入比率4.0

%とサJ9プ自由貿易連合のそれよりも低L、。数値は，

INT AL, lnforme del INT AL, La lntegrac1・・on

econ6mica de America Latina，ブエノスアイレス，

1968年； Elproceso de I珂tegraci6nen America 

Latina en 1975，ブエノスアイレスより。

（注3) ここでも単純な比較は差し控えなければな

らなLーが，中米共同市場の場合，域内輪出比率，域内

綿入it本とも発足10年以内に20%台に到達している。

ぎたワテンアメ Fカ自由貿易連合の場合；1発足10年以

内にf,j者ともに10%台を記録した後，のび悩み気味で

ある。さらにアンデス地域統f，の場合， 1975年の域内

輸出比率は3.9%，域内輸入比率5.8%であり，以内貿

易拡大のテンポはカリプ共同体・共同市場の場合より

も遅々としている。 INTAL,fol上書。

V むすびにかえて

以上， 113英領カリブ地域を中心に独立以降の経

済自立の試みを，経済統合に焦点をあてて考察し

てきた。旧英領・英領カリブ地域の大半は，英本

国の植民地統治の中でもっとも早い時期に属領と

なった。そして長い植民地支配の過程で，その経
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済構造は，人種構成が根底から塗りかえられるほ

ど根本的な変化を遂げた。その間在来産業の発展

が抑制され，輸出用作物生産のためのモノカルチ

ァー経済が形成されていった。その結果，この地

域の経済は自給的構造を破接され対外依存度を著

しく高めることになった。英領カリブ地域の貿易

は，第二次世界大戦後に至るまで，英本国および

大英帝国内の比較的先進国であるカナダを主たる

相手国としていた。こうした関係は， 1929年恐慌

を契機として形成された大英帝国経済圏およびス

ターリングブロックによって，制度との裏付けを

与えられることになった。

その後第二次世界大戦を境として国際経済に占

めるイギリスの地位は大きく後退した。大英帝国

経済圏は解体され，またアジア，アフリカ諸国の

独立があい次いだo こうした国際情勢の変化の中

で，英領カリブ地域における独立はーラウンド遅

れて実現されることになった。独立に至る背景に

は，第二次世界大戦中の軍事基地租借などを経

て，この地域に対する政治・経済的影響力を強化

してきたアメリカの存在があった。また戦後の経

済関係を，英連邦よりもヨーロッパにより強く求

め始めたイギリス側の政策変更もみられた。イギ

旧英領カリプ諸国の経済自立への試み

リスのEFTA結成， EECへの加盟申請は英領カ

リブ諸国に少なからざる動揺をもたらすことにな

ったのである。

こうして英本国との経済関係が変容する中で，

英領カリブ地域は，従来の英本国を軸とする垂直

的な貿易関係にのみ依存するのではなく，それに

かわる経済的自立の道を模索しなければならなく

なった。こうして発足したのがカリブ自由貿易連

合であり，カリブ共同体・共同市場であった。域

内協力によって域内自立をめざすこの歩みは， 19

73年以降の石油危機到来により大きな壁に突き当

たることになったが，カリブ地域における有力な

経済統合体として産業統合計到の実施，域内貿易

の拡大をめざしている。その過程で，域内工業化

の進展に伴い，わずかずつではあれ工業製品の域

内貿易が増大しており，域内先進諸国を中心に工

業における域内分業の萌芽がうかがえる。このよ

うに英連邦カリブ諸国は，イギリスからの工業製

品に対する第一次産品の供給という従来からの垂

直分業的貿易関係にかわって，新たな経済関係を

創出し，経済自立に至る道を模索する途上にある

といえよう。

（アジア経済研究所調査研究部〉
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